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論　旨
　市民の情報リテラシーの実態を把握し，必要且つ効果的な情報教育方法を確立することを目的と
して研究した．
　平成23年３月に広範囲で発生した大地震により，多くの市民が被害を受けた．震災に関する情報
伝達において，様々な情報通信技術が活用された一方で，市民間の情報格差，誤情報など市民の情
報リテラシーに関する問題が浮き彫りとなった．
　本研究では，実態調査，統計調査，文献調査等により，情報リテラシーの育成を目的とする教育
学的見地から，市民の情報リテラシーについて研究した．
１．緒　言
　東日本大震災では，危機発生時における情報の重要性が，より明らかとなった1）．危機発生時の
避難情報や災害情報,市民の安否情報などが，電話や常設型放送設備を利用した公報，ラジオ，テ
レビ放送などによる情報通信のみならず，近年急速に普及しつつある高機能携帯電話や小型PC
（パーソナルコンピュータ）などの携帯型情報通信端末によって伝えられた2）3）．総務省の通信利用
動向調査によると，平成20年から平成22年までに携帯電話の世帯所有率には大きな変化がないのに
対して，携帯電話からのインターネットの利用率は，平成20年の81.4％から平成22年の89.2％へと
顕著に増加している．また，70歳～ 79歳の個人の世代別インターネット利用率は，平成21年末の
32.9％から平成22年末の39.2％へと１年間で6.3％増加している．これらのデータから，携帯電話自
体の普及率はすでに定常状態に近いが，携帯電話からのインターネット利用率は短期的に見ても未
だ増加傾向にあり，特に70歳～ 79歳の世代においてその傾向が顕著であるといえる．一方で，平
成22年末における利用率について，世代別にみると，60歳未満の世代においては，６～ 12歳の世
代を除いて各世代人口の６割以上の利用率となっているが，60歳以上の世代においては利用率が５
割以下であり，いまだ世代間格差が存在していることがわかる．所属世帯別年収の利用率で見ると，
年収600万円未満の世帯は平成21年末から平成22年末にかけていずれも利用者が減少しているのに
対して，年収600万円以上の世帯はいずれも利用者が増加しており，世帯別年収による格差が生じ
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ていることから，携帯型情報端末を購入する際の経済的な負荷の大きさが推察される4）5）6）7）．
　東日本大震災以前と以後で，市民に必要とされる情報リテラシーに差が出るかといえばそうでは
ない．しかしながら，特定のリテラシーの必要性に関してより明確になったということは言えるで
あろう．
　以上のことから，東日本大震災のような危機発生時における情報通信の現状について以下のこと
がいえる．
●  危機発生時における情報の重要性が周知されており，その情報伝達の手段として携帯型情報端
末が広く利用できる可能性が高い．
●  携帯型情報端末からのインターネット利用については未だ普及途中であるため，利用し始めて
間もない市民が多くいる．
●  携帯型情報端末からのインターネット利用について，特に高齢者の利用率が増加傾向にあるた
め，利用方法に未熟な利用者の比率が高いものと推察される．
●  世帯別年収毎の利用率で格差が拡大していることからは，経済的な格差により危機発生時にお
ける情報量の格差が生じる可能性を示唆している．
●  東日本大震災のような危機発生の非常時においても，携帯型情報端末からの情報利用が促進さ
れているため，市民は非常時を想定した情報リテラシーを身につける必要があり，その情報リ
テラシーの内容や育成方法に関する研究が急務である．
　情報はその利用者が理解しなければ効果を発揮しない．そのため，情報の質的・量的向上が必ず
しも東日本大震災のような非常時における被害軽減に直結せず，かつその効果を具体的に評価する
ことは難しい．東日本大震災直後から，日本国民の情報リテラシーに関するそれらの諸課題に対す
る研究が多くなされており，以下のようなものがある．
　科学教育の観点からの研究として，静岡大学の牛山は，災害情報と防災対策について研究し，情
報の定量化・詳細化など情報ソフト防災対策としての災害情報の効果を検証した結果，今後も情報，
教育といったソフト防災対策の重要性がますます高まると思われ，より効果的な多作とするために
は，観念的な議論にとどまらず，方法論と効果の検証・検討を進めていくことの重要性について報
告している8）．慶應義塾大学の折田は，東日本大震災において用いられたソーシャルメディアaに
ついて研究している．そこでは，ソーシャルメディアは，個人の情報発信を可能にするだけではな
く，人間関係を介した情報の伝播，モバイル端末によるリアルタイム性，意図せぬ情報の発信と集
約という特徴を持という仮説のもと，非常時におけるソーシャルメディア利用の可能性について検
討し，時間軸と誰にとって必要なのかを分類しつつ，ソーシャルメディアのサービスの構造を理解
した上で，その確からしさを多くの観点から検証する必要があるという結論を述べている9）．
　東日本大震災時の放送および情報メディアに関する研究として，NHKメディア研究部の村上は，
東日本大震災・放送事業者がインターネットをどのように活用したかについて報告し，テレビ放送・
ラジオ放送のインターネット同時配信における，震災発生当日の状況，同時配信の期間とその内容，
同時配信の視聴状況,既存のラジオの同時配信サービスの活用，公式サイトや同時配信事業者経由
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の配信について検証している．その結果,震災発生後の放送とインターネットの同時配信の視聴者
数が，１日当たり延べ100万人以上に上ったこと，海外への情報発信の手段として機能したこと，
災害時の情報伝達において，通信や放送といった伝送路にこだわることが必ずしも適当でないこと
について考察している10）．
　しかし，これらの研究では，東日本大震災から示唆された一般的な諸問題の提示や，科学教育に
おけるリテラシーについて述べられている一方で，必要とされる具体的な情報リテラシー教育や情
報教育については検討されてはいない．
　そこで本研究では，ソーシャルメディアの利用状況，東日本大震災における情報活用の具体的な
問題点について報告し，学習指導要領を踏まえた情報教育について，情報リテラシーの育成を目的
とする教育学的見地から，市民の情報リテラシーについて研究した．
２．研究方法
　本研究では，東日本大震災から明らかとなった諸問題への取り組みとして，今後必要とされる市
民の情報リテラシーとその教育について知見を得ることを目的とした．そこで，ソーシャルメディ
アの利用状況，東日本大震災における情報活用の具体的な問題点について実態調査，統計調査，文
献調査により報告し，その結果について考察した．
３．結　果
3-1．ソーシャルメディアの利用状況・端末とその東日本大震災における利用について
3-1-1．ソーシャルメディアの利用状況について
　総務省『平成23年情報通信白書』によると，ソーシャルメディアとは，「ブログ，ソーシャルネッ
トワーキングサービス（SNS），動画共有サイトなど，利用者が情報を発信し，形成してゆくメディ
ア．利用者同士のつながりを促進する様々なしかけが用意されており，互いの関係を視覚的に把握
できるのが特徴」とされている7）．
　総務省調査全体（n=3171）のうち，ソーシャルメディアの現在の利用率は42.9％であり，過去に
利用したことがあるが現在は利用したことがない割合は10.0％，利用したことがない割合は47.1％
である．
　図3-1-1に，年代別のソーシャルメディアの利用率を示した．グラフからわかるように，現在１
つだけ利用している割合と複数利用している割合を合わせた現在の利用率は，調査全体での42.9％
に対して，10代で71.7％，20代で63.9％，30代で48.3％，40代で33.7％，50代で27.4％，60代以上で
22.3％である．
3-1-2．ソーシャルメディアの利用端末について
　ソーシャルメディアの利用に用いる端末は，10代で54.9％がパソコン，60代以上で95.5％がパソ
コンと，利用端末の大半がパソコンである．一方で，携帯電話やスマートフォンから利用率は，10
代で44.2％，20代で31.4％，60代以上で約3.2％である．
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3-1-3．ソーシャルメディアの東日本大震災における利用について
　図3-1-3は，平成23年３月29日に野村総合研究所がまとめた「東北地方太平洋沖地震に伴うメディ
ア接触動向に関する調査」による，東日本大震災に関する情報提供で重視しているメディア・情
報源についての調査結果である．グラフからわかるように，調査全体（n=3224）のうち，80.5％が
NHKのテレビ放送の情報を重視しているのに対して，民法放送が56.9％，インターネットのポー
タルサイトが43.2％である．インターネットのソーシャルメディアの情報を重視している割合は
18.3％であり，調査項目の上位から７番目となった．
3-2．東日本大震災における市民の情報リテラシーに関する諸問題
3-2-1．緊急地震速報や津波警報などの防災情報の伝わりかたについて
　2011年３月11日14時46分に発生したM9.0の東北地方太平洋沖地震発生時の情報の伝わり方につ
いて，東京大学の鷹野は次のように報告している12）．
　気象庁は地震発生から３分後の14時49分に，岩手，宮城，福島の３県の沿岸に，「大津波警報」
を発表し，北海道から伊豆諸島までの周辺地域に「津波警報」を発表した．その後，「大津波警報」
の地域は，15時14分に青森県から千葉九十九里まで拡大し，15時30分には北海道から伊豆諸島まで
の広い地域に拡大し，その後約21時間警報が出続けた．
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図3-1-1　ソーシャルメディアの現在の利用数，利用経験（年代別）
60％ 80％ 100％
11.3 8.9 68.9
13.3 14.1 10.6 62.0
15.2 18.5 11.6 54.8
22.0 26.3 13.5 38.2
24.6 39.3 9.3 26.9
22.0 49.7 6.7 21.6
17.5 25.4 10.0 47.1
（出典）総務省「平成23年版情報通信白書」［元データは総務省「次世代ICT社会の実現がもたらす可能性に関する調査」
　　　　（平成23年）であるとされている］
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　気象庁の津波警報・注意報には，「津波注意報」，「津波警報」，「大津波警報」の３種類があり，
それぞれ「0.5m程度の津波」，「２m程度の津波」，「３m程度以上の津波」の予想高に対して発表さ
れる．「大津波警報」は，過去に，1983年日本海中部地震，1993年北海道南西沖地震などに出され
たことがあるが，非常に発表の数が少ない．
　気象庁が地震から３分後に出した「大津波警報」は，即座にテレビなどを通じて伝えられた．こ
のとき一部のテレビ放送では「岩手県３m，宮城県６m，福島県３m」の予想高が映し出された．
予想高は予想される最大高であり，実際の観測高よりも過大となる傾向がある．しかし，この時
点での地震規模の見積はM7.9であり，その後に修正されたM9.0を大きく下回っていた．そのため，
この予想高の発表が，高さ10mの防潮堤などの防災対策が充実していた地域の住民の避難を鈍らせ
た可能性は否定できない．また気象庁は大津波警報ともに，験潮所の観測高を発表した．最初は「大
船渡最大波0.2m」，次は，15時17分に「石巻市鮎川最大波0.5m，宮古，大船渡，釜石などで最大波0.2m」
と発表された．しかし実際には，10m以上の津波が到達した地域もあった．津波は第1波より後続
波の方が大きくなることがあるが，第１波の高さよりも10倍以上高い後続波を市民が予期すること
が難しく，警報と同時に出された第１波の観測高によって津波の規模を過小評価し，大津波警報の
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図3-1-3　東日本大震災に関する情報提供で重視しているメディア・情報源（複数回答）
60 80 100（％）
※「インターネット」には，携帯電話によるインターネット利用も含む
※「インターネットのポータルサイト」は，Yahoo!，Google等であり，新聞社や放送局のサイトは含まない
※「インターネットのソーシャルメディア」は，Twitter，mixi，Facebook等
（出典）野村総合研究所「東北地方太平洋沖地震に伴うメディア接触動向に関する調査（平成23年3月29日）」
　　　　http://www.nri.co.jp/news/2011/110329.html
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緊迫感を弱めてしまった可能性は否定できない．
　気象庁は，震源に近い地震計でＰ波を検知し，強い揺れが予想された場合，緊急地震速報を発表
する．東日本大震災の初期の緊急地震速報では，15報の速報が出された．第１報は地震検知後5.4
秒後，M4.3であり，その時点での最大震度は１程度と小さかった．観測されたＰ波が継続してい
ても，地震計が新たな種類のＰ波を観測する毎に，緊急地震速報を発表する．速報はその後徐々に
大きくなり，8.6秒後にM7.2，最大震度５弱程度になった．その時の震源位置は宮城県沖地震（M7.5
前後，30年以内発生確率99％）の震源内であった．その後の第12報の65.1秒後にはM7.9と宮城県
沖地震の予想規模よりも大きな規模となり，さらにその後85秒後にM8.0，続けてM8.1と継続して
地震観測規模が増加した．後の解析から，東北地方太平洋沖地震発生初期には，長さ450km，幅
200kmの断層が約160秒かけて生じていたことがわかった．巨大地震では，緊急地震速報が出され
るＰ波から10秒ぐらいはまだ破壊の初期段階であり，その記録からは地震の規模をM7程度までし
か見積もれず，その後100秒ぐらい経過してもまだM8程度である．
　気象庁は最大震度３以上またはM3.5以上が予想されたときに緊急地震速報を発表し，最大震度
５弱以上の揺れが予想される速報を「警報」と呼んでいる．NHKテレビは，全国のどこかに「警
報」が出されると全国に放送し，民放テレビ局は，その放送エリア内で「警報」が出された場合に
放送する．携帯電話は，「警報」が出されたら予想震度４以上の地域で緊急地震速報を知らせて鳴る．
ラジオは，その放送エリアで震度５強以上が予想された場合に放送する．通常，警報が出される地
域は広めにとるので，日頃は多くの場所で警報は「過大評価」となる．しかし，巨大地震の場合は，
警報発表時の地震規模が小さいため，実際に比べて予想震度も小さく，警報発表地域も狭い「過小
評価」となる．東日本大震災で最初に「警報」が出された第４報を見ると，最大震度は５弱でその
地域は宮城県中部のみであり，警報発表地域は震度４以上が予想された宮城県，岩手県，福島県な
ど狭かった．NHKテレビはこれを全国放送したが，民放テレビや携帯電話などはこの狭い地域に
しか警報が出されていない．
　震災のあと，緊急地震速報が実際には揺れなかった警報を何度も出したが，これは余震が多く続
く中で，離れた２観測地点で発生した別の地震を同時に検出し１つの大きな地震と誤って警報を出
したものである．しかしほとんどの場合，その１～数秒後には正しい地震の情報に修正されて速報
として出されているが，１度警報として出されてしまえば，修正された情報は伝えられない．情報
は出ているのに，情報を伝える側が後続の速報を活かした情報提供ができていないことも課題であ
るとしている．
3-2-2　東日本大震災の被災者はメディアをどのように利用したのか
　NHK放送文化研究所，世論調査部の執行文子は，東日本大震災において一般のインターネット
ユーザーおよび被災者のインターネットユーザーがメディアをどのように利用したのか検証してい
る13）14）．
　インターネットを利用する関東圏（東京，千葉，埼玉，神奈川，栃木，群馬），甲信越（新潟，山梨，
長野），静岡，北海道，秋田，山形在住の18～49歳の一般の男女計8997人を対象に行った調査から
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次のようなことが報告されている．震災後に利用したサイトやサービスで，最も多く利用されたも
のは，ヤフーの震災特別サイトであり51％，２番目は震災特設サイト以外のグーグルまたはヤフー
のサイトで25％，３番目がYou Tubeとツイッターでそれぞれ20％であった．それに対して，岩手，
宮城，福島，青森，茨城の各県の在住者を対象に行った被災地のスクリーニング調査では，最も多
く利用されたものは，ヤフーの震災特別サイトであり48％，２番目は県や市町村などの自治体のサ
イトとYou Tube，グーグルの震災特別サイトでありそれぞれで22％，５番目が震災特設サイト以
外のグーグルまたはヤフーのサイトとツイッターでそれぞれ20％であった．
　ソーシャルメディアの中で利用者が多かったのは，ツイッターであった．ツイッターの用途とし
て，被災地以外の地域では地震の規模や余震の状況への利用が最も多く36％，次に福島第一原発の
事故33％であったのに対して，被災地での用途の一番はライフライン情報であり50％，次いで家族・
友人・知人の安否情報と地震の規模や余震の状況で32％あった．
3-3．東日本大震災のような危機発生時に必要とされる科学的リテラシーについて
　特定の情報を得た場合，その情報もとに意思決定をするためには，根拠が必要である．根拠を用
いて論証する力が科学的リテラシーである．愛媛大学の隅田は，東日本大震災のような「想定外」
を生き抜く力を育成する科学教育に関する研究を行い，次のような知見を報告している15）．
①　すべての人々が身につけるべき確かな科学リテラシーの教育
　幼少の時期より，将来の科学者（専門家）ばかりではなく，非専門家である人々も確かな基礎的
科学知識を身につけ，共有する必要がある．
②　科学情報の公開促進と科学情報へのアクセススキルの教育
　科学に関わる各種機関や研究所等では科学情報やデータを積極的に公開する必要がある．そして，
書籍やインターネット，メディア等の各種科学情報に自らアクセスし，分析的に利用することがで
きるスキルを教育する必要がある．
③　科学に関わる歴史・哲学の教育
　現代社会はこれまでの科学の歴史の上に成り立っていることを自覚し，過去を踏まえ，倫理や価
値を大切にしながら自分たちが納得できる確かな知識体系を論理的に構築していく態度や習慣を育
む必要がある．地域性や文化の影響に関する学習内容も含まれるべきである．
④　科学に関わる問題を協同で解決できる力の教育
　年齢や職業，地域を超えて多様な人々と共に科学の問題に取り組むことができる力を身につける
必要がある．そしてそれは人々の平和や安全につながるものでなければならない．リーダーシップ
を備えた人材の育成も必要である．
　以上のような観点を含めた科学教育には，従来の脱文脈化された「想定内」で効率的な達成向上
を目指すアプローチばかりでなく，テーマベースの問題解決的なアプローチを取り入れる必要があ
るとしている．
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3-4．高等学校学習指導要領における情報科教育について
　筆者はこれまでに，情報の科学的な理解の促進のために科学的リテラシー教育が有効であるとの
見解のもと，教科「情報」の教育における科学的リテラシーの授業方法の研究として，科学的リテ
ラシー教育に関する研究の調査・考察を行い，情報の授業におけるトータルなものづくり学習の有
効性の検証やマーケティングにおける科学的リテラシー教育の利用，情報の授業のモデル化を行う
ことにより，科学的リテラシーの教育学的見地から，情報の授業設計，実践の方法について研究し
てきた16）17）18）．
　教科「情報」における情報の科学的見方・考え方の育成方法について考察し，情報教育における
情報活用の実践学習から，日常生活への効果的な利用を図るためには，学習結果を他の事象と関連
付ける力を養う必要があると推察された．情報を比喩や類推などにより直接的に関連付ける学習か
ら始まり，問題解決のチャートモデル化などによる情報の概念構造の発見を経て，討議や発表など
の情報の再生産を行う学習活動を提案した．その際，常に他の教科などの学習と関連付けを図り，
情報の再生産の際には推論に基づいた論理的な表現を行うことにより，情報の科学的見方・考え方
をより効果的に育成できる可能性があると報告し，まとめている．
４．考　察
　3-1-1から，ソーシャルメディアの利用は現在拡大中であるといえる．その年代別の利用割合に
注目すると，10代の約70％が利用しており，年代が上がるごとにその利用率が下がっていることか
ら，利用者の多くは10代である．これはインターネット全体の利用者の年代別比率よりも若年の比
率が高い．以上のことから，中高生など生徒段階へのソーシャルメディアに関する教育が必要であ
ると考えられる．3-1-2から，携帯電話の高機能化とスマートフォンの普及が急速に進んでいる一
方で，60代以上にはほとんど普及していない．以上のことから,高機能携帯電話やスマートフォン
を用いたソーシャルメディアの利用はまだ主流ではなく，パソコンからの利用の方が大きく上回っ
ていることから，災害発生時の停電などに対応した情報伝達の手段として，ソーシャルメディアの
有効性はそれほど高くはないものと推察される．一方で，3-1-3の結果から，震災に関する情報源
としてソーシャルメディアの情報は，NHKのラジオ放送や，インターネットのNHKの情報よりも
重視されていることがわかる．停電時にはラジオの利用が増えることを考慮すると，この結果はソー
シャルメディアへの市民の過剰な期待の表れであると考えられる．これは，ソーシャルメディアの
操作の手軽さに起因するものと推察される．
　3-2-1から，地震発生から気象庁の警報発表まで３分．その発表から津波到達まで，数分から十
数分ないし数十分であることから，緊急時の情報判断と意思決定には，素早い判断が必要である．
また，速さ，距離，時間などの数値と単位をセットによみとる能力が必要とされていることがわか
る．市民の情報リテラシー教育においては，数値と単位を認識し，制限時間内で意思決定するため
の教育が必要であると推察される．次に気象庁や携帯電話などを通して通信会社から発表される情
報には，過大評価や過小評価が含まれることを強く認識する必要があることがわかる．緊急地震速
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報においては，即時性を重視した情報であるあまり，誤りの確かめがなされていない情報であるこ
と，誤りであったとしても訂正はなされない情報であることを知るための教育もまた必要である．
　テレビ，携帯電話，ラジオでは緊急地震速報が流されるが，3-2-1にあるように，この３月11日
の大地震においては，最初の地震速報から最大のマグニチュードの地震速報が流されるまで，およ
そ３分かかっている．このことから，最初の地震速報により，テレビなどによる情報収集を中断し
た場合，地震の規模を過小評価したまま避難することになったと推察される．即時性のある情報に
素早く行動するが故に，情報不足に陥るというこの問題は，極めて解決困難な問題である．この問
題の解決に向けた，東日本大震災の事例を用いるなどの情報教育が必要と考えられる．避難しなが
らも継続受信可能な，例えば携帯情報端末のような技術の普及と推進もまた，この問題の解決に寄
与するものと考えられる．
　3-2-2の結果から，東日本大震災の被災者以外の市民は，ソーシャルメディアを被害状況の把握
に多く利用し，被災地の市民や被災者はソーシャルメディアを，ライフライン情報や安否情報など
目的意識を持った情報収集に用いていることがわかった．一般に，情報探索においては，「問題解
決目的の検索型」と「ブラウジング型」が知られているが，「問題解決目的の検索型」では，目的
意識が明確であるため不要な情報や虚偽の情報に影響されにくく，「ブラウジング型」では，目的
意識が低調であるため不要な情報や虚偽の情報に影響されやすい．即ち，被災者または被災地域の
市民は，その他の地域の市民と比較して，不要な情報や虚偽の情報に影響されにくかったと考えら
れる．
　3-3，3-4の結果および東日本大震災に関する種々の報告19）から，情報を科学的に捉え，科学的
な根拠に基づいた判断から意思決定を行うことが必要であると推察される．特に原子力発電所事故
における報道発表では，放射能や放射線量に関する情報としてベクレルやシーベルト，補助単位と
してマイクロやミリなどが用いられた．これらの学習は高等学校の物理分野で扱われている内容で
あり，学習時期の早期化など，見直しの可能性も考えられる．
５．結　言
　東日本大震災から明らかとなった諸問題への取り組みとして，今後必要とされる市民の情報リテ
ラシーとその教育について知見を得ることを目的として研究し，ソーシャルメディアの利用状況，
東日本大震災における情報活用の具体的な問題点について実態調査，統計調査，文献調査により報
告・考察し，以下の結論を得た．
● 中高生など生徒段階へのソーシャルメディアに関する教育が必要である
●  携帯電話の高機能化とスマートフォンの普及が急速に進んでいる一方で，60代以上にはほとん
ど普及していない．災害発生時の停電などに対応した情報伝達の手段として，ソーシャルメディ
アの有効性はそれほど高くはない
●  市民の情報リテラシー教育においては，数値と単位を認識し，制限時間内で意思決定するため
の教育が必要である
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（Endnotes）
a　 本論文では特定のソーシャルメディアを指す固有名詞として“Twitter”，“mixi”，“Face Book”，“You Tube”，“ツイッ
ター”，“ミクシィ”，“フェイスブック”，“ユーチューブ”，を用いている．引用は調査報告目的に限定しているため，表
記方法もなるべく引用もとに揃えた．
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